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西村証券 企業調査情報                2026/01/27 

［金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第26号：加入協会…日本証券業協会］ 

ジェイ・エス・ビー（コード 3480） 
◆通期業績推移(連結) （1株純利益及び 1株配は株式分割を考慮。26.10 予は会社側発表値） 

決算期 売上高 営業利益 1株純利益 1株配 営業CF 投資CF 財務CF 現金及び現金同等物 

16.10 34,063  2,191  73.8 8.1 2,063 ▲2,847 1,069 4,945 

17.10 36,428  2,769  93.9 9.3 2,871 ▲1,620 1,137 7,335 

18.10 38,940  2,958  115.6 10.0 2,187 ▲2,274 851 8,100 

19.10 42,667  3,425  121.0 13.8 3,449 ▲4,295 1,349 8,604 

20.10 48,058  4,338  144.5 17.0 5,003 ▲5,542 1,232 9,298 

21.10 52,787  5,337  166.2 17.5 4,910 ▲7,221 5,694 12,682 

22.10 57,922  6,312  204.8 22.0 6,043 ▲7,089 2,996 14,633 

23.10 63,781  7,187  227.4 31.5 6,245 ▲11,107 1,882 11,653 

24.10 69,529 8,106 354.8 72.0 8,173 ▲5,252 2,680 17,249 

25.10 76,045 7,658 244.4 105.0 6,805 ▲9,324 2,531 17,275 

26.10予 81,826 9,159 281.6 115.0 － － － － 

（CF＝ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ。現金及び現金同等物は各期末値。▲はマイナス。単位は百万円、円） 

26/10 期は管理物件 10 万戸突破へ、来期以降の海外事業スタートも視野に 

25 年 10 月期は、売上高が前年に比べて 9％

増となった一方、営業利益は 6％減となった。

物件管理戸数の増加や高水準の入居率を背景

に学生マンションの家賃収入などが好調に推

移し、増収となった。一方、業容拡大に伴う費

用増や、従業員への一時金支給、追加的租税負

担にかかる見積額など一時的費用の発生によ

り減益となった。一時的費用を除いた場合は

10％営業増益となる。 

当期のキャッシュ・フロー（以下、CF）にお

いて、現金及び現金同等物の期末残高は前年並

みの 173 億円となった。営業活動 CF は税金等

調整前当期純利益 75 億円（前年比 32％減）の

ほか、前年に計上された関係会社株式売却益 30

億円が当期は無かったことなどから 68 億円の

収入（17％減）に。投資活動 CF は有形固定資

産の取得による支出 105 億円（14％増）のほか、

前年にあった子会社株式の売却による収入 33

億円が当期は無かったことなどから 93 億円の

支出（78％増）となった。財務活動 CF は長短

借入金の借入れ及び返済による差引収入額 40

億円（18％増）、配当金の支払額 15 億円（130％

増）などから 25 億円の収入（6％減）となった。 

25年 10月期は増収、一時的費用計上で減益に 

 

CFで現金・現金同等物の期末残高は前年並みに 
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西村証券 企業調査速報 

本レポートは、会社側が発表した決算短信や決算説明資料などに基づき作成しており、証券投資の

参考となる情報の提供を目的としたもので、証券の売買を勧誘する目的で作成したものではありま

せん。株式の売買取引には、約定代金に対して手数料が必要となります。また、株式は、株価の変

動により損失が生じる恐れがあります。投資に関する最終決定は、投資家ご自身の判断でなさいま

すようお願い致します。本レポートは各種データに基づいて作成していますが、その正確性・完全

性を全面的に保証するものではありませんので、予めご了承下さい。なお、本レポートの著作権は

西村証券に帰属しており、電子的・機械的などの方法を問わず、無断で本レポートを引用または複

製、転送することを禁じます。 

 

25年10月期において、物件管理戸数は99,300

戸（前年比 5％増、4,322 戸増）に拡大し、入居

率も 99.9％（前年と同じ）と高水準を維持。物

件別の戸数では、管理委託物件が 2％減となった

ものの、主力の借上物件が 7％増、自社所有物件

も 15％増と拡大した。また、全管理物件のうち、

食事付き物件は 17％増、家具家電付き物件も

12％増となり、全管理戸数に占める比率も食事

付き物件は 23.7％（前年は 21.2％）、家具家電付

きは 42.1％（同 39.1％）に上昇した。 

利益面では、物件管理戸数の増加や高水準の

入居率を背景とする増収効果（65 億円）による

増益要因を、業容拡大に伴う費用負担増など売

上原価（53 億円。うち一時的費用 2 億円）、販管

費増（17 億円。同 10 億円）による減益要因が上

回り、営業利益は減益となった。 

同社では 2030 年長期ビジョンで、コーポレ

ートブランド「UniLife」について「グローバ

ル・トップブランドへ」と標榜。今期までの 3

ヵ年計画「GT02」では「海外市場調査」の段

階と位置づけ、来期からの 4 ヵ年計画「GT03」

において、需要の伸びている海外でも学生住宅

事業のスタートをもくろんでいる。 

物件管理戸数が順調に拡大、入居率も高水準 

今期増収増益見通し、物件管理戸数は10万戸突破へ 
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来期からの 4ヵ年計画で海外事業スタートもくろむ 

26 年 10 月期は、物件管理戸数については約

4,000 戸の増加が計画されており、今期中に 10

万戸を突破する見込みで、売上高は前年比 8％

増へ。前年の一時的費用が当期は無くなり、販

管費が 8％減の見通しであることから、営業利

益は 20％増の見込み。前年に一時的費用がな

かったと仮定すると販管費は 12％増となり、

営業利益の予想増加率は 3％になる。 

 


